
長崎総合鑑定㈱

漁 業 補 償 業 務 

漁業補償については、漁業権利を行使することで得られる漁獲数量、魚価、漁業経営費等

の調査及び専門家の判断などに多大な時間と労力が必要となります。 

漁業補償は、補償コンサルタントの「営業補償・特殊補償部門」の業務です。 

(1) 漁業補償の種別

漁業補償には、

① 漁業権等が行使されている区域の全部又は一部について、永久又は一定期間その権

利の行使が不可能になる場合の漁業権等に対する補償（対価補償）

② 漁業権等の消滅又は制限により、漁業経営上通常生ずる損失の補償（通損補償）

があります。 

 

(2) 対価補償の対象となる権利等

対価補償の対象となる権利・利益には下表のような種類があり、補償対象となる漁業

がそのいずれに該当するかを調査する必要があります。

漁業権等に対する補償 消滅補償(基準 20 条) 

(対価補償) 制限補償(基準 27 条) 

漁業補償

漁業権等の消滅又は制限に 廃止補償(基準 50 条) 

伴い通常生ずる損失の補償 休止補償(基準 51 条) 

(通損補償) 規模縮小補償(基準 52 条) 
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①  「漁業権」とは、知事の免許により、一定の水域（漁場）で一定の漁業を独占・排

他的に営むことができる権利をいいます（漁業法第 6条）。 

②  「入漁権」とは、漁業権者（漁協又は漁連）との契約に基づき、他の漁業権者が有

する一定の水域を共同で利用して漁業を営むことができる権利又は一定の区域内

で、ふぐ、まだい、ぶり等の養殖業を営むことができる権利をいいます（漁業法第

7条）。 

③  許可漁業とは、農林水産大臣又は知事の許可を受け、一定の水域で反復継続して漁

業を営むことにより、経済的利益を長期間にわたり享受し権利にまで成熟した利益

をいいます。 

④  自由漁業とは、行政の許可や免許は必要とせず、自由に漁業を行うことができるが、

反復継続して漁業を営むことにより、経済的利益を長期間にわたり享受し権利にま

で成熟した利益をいいます。 

                  定置漁業権 

                            第 1 種区画漁業 

         漁業権漁業    区画漁業権     第 2 種区画漁業 

                            第 3 種区画漁業 

                            第 1 種共同漁業 

                            第 2 種共同漁業 

                  共同漁業権     第 3 種共同漁業 

                            第 4 種共同漁業 

                            第 5 種共同漁業 

 補償対象    入漁権漁業 

                            指定漁業 

                  大臣許可漁業 

                            承認漁業 

         許可漁業 

                            法定知事許可漁業 

                  知事許可漁 

                            一般知事許可漁業 

         自由漁業 
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(3) 漁業補償調査 

漁業補償の調査には、漁業協同組合等への事業計画や補償基準等の説明及び調査協力

依頼等のための「事前調査」と、補償金算定のための「本調査」があります。 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(調査の目的) 
関係漁協への事業計画・補償基準等の説明、調査協力依頼等のため 

(調査項目) 
・権利者の住所・氏名・組合員数       
・漁業の位置、区域 
・漁業の種類、権利の名称 
・漁獲物の種類 
・漁業の時期、存続期間 

(調査先) 
・県・市等の水産課の公報・告示等 

事
前
調
査 

(調査の目的) 
漁業補償金算定のため 
①  漁業権等の調査  

(調査項目) 
・漁業権等の免許内容、漁業調整規則、漁業権行使規則、漁業

協同組合定款等 
(調査先) 
・県・市等の水産課、漁協等 

②  漁獲数量の調査 
(調査項目) 
・漁法別・魚種別漁獲数量、出漁日数、着業統数等 

(調査先) 
・農林水産統計年報、県・市等の水産課の統計資料 
・漁協、組合員、ビク調査、浜売り等出荷先での実態調査 

③ 魚価の調査  
(調査項目) 
・魚種別、業法別、漁業規模別の時価 

(調査先) 
・農林水産統計年報、魚卸売市場の市場価格、新聞市況、漁協

の台帳等 
④ 漁業経営費の調査 

(調査項目) 
・漁法別漁船・魚網・漁具・建物・工作物の減価償却費・修理

費、燃料費、種苗費、餌代、雇用労働費、自家労働費、公租
公課等 

(調査先) 
・農林水産統計年報、県・市等の水産課の統計資料 
・漁協、組合員、ビク調査等の実態調査 
・水産試験場等の専門家の意見 

⑤ 漁業依存度率の決定 
・漁業種類別操業面積、着業統数、出漁日数等を基準とし、専門

家の意見を参酌して決定 
⑥ 依存度率の決定 

・操業面積（全体）に対する消滅等面積割合、着業統数、出漁日
数等を基準とし、専門家の意見を参酌して決定 

⑦ 消滅・制限区域等の決定 
・漁業権の種類、漁業実態等と工事計画、工事工程、施工方法等

を総合的に判断して決定 

本 

調 

査 
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(4) 漁業権等に対する補償（対価補償） 

漁業権等に対する補償（対価補償）には、「漁業権等の消滅補償」と「漁業権等の制限

補償」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

       

 

 

 

 

 

漁
業
権
等
の
消
滅
補
償 

（補償の考え方） 

事業の施行により、漁業権等が行使されている区域の全部又は一部

について、漁業権等の行使が永久に不可能になる場合の補償 

（算定式） 

「（平均魚種別漁獲数量×魚種別魚価－平均年間経費）÷還元利率」

を基準として、水産資源の将来性を考慮し算定‥‥‥Ａ 

（留意事項） 

・漁礁の設置、稚魚・稚貝等の投入、経営合理化による漁獲量の増

大の見込み 

・乱獲による漁獲量の減少 

漁
業
権
等
の
制
限
補
償 

（補償の考え方） 

・仮設工作物等の設置または工事占有水域の設定により、工事期間

中及び施行後現状に回復するまでの期間、漁業権等の行使ができ

なくなる場合又は行使に支障が生じる場合の補償 

・河川等に工作物等を設置することにより、当該工作物の周辺にお

いて、漁業権等の行使ができなくなる場合又は行使に支障が生じ

る場合の補償 

（算定式） 

Ａ×α×{(１＋ｒ)ⁿ－１}／(１＋ｒ)ⁿ 

α：被害率（漁業権等の行使が制限されることにより生じる純収

益の平均減少率 

ｒ：還元利率 

ｎ：制限期間年数 

（留意事項） 

・恒久的に立入制限水域を設定する場合、工作物等の設置により狭

小な閉鎖水域等となり漁獲の回復が困難と認められる場合は、Ａ

×α 

・事業の施行に起因する水質の汚濁・振動の発生等により漁業権等

に社会生活上受忍すべき範囲を超える損害等が生ずる場合は、30

年を限度として補償可 

・従来の漁獲を維持しうる程度に魚族を復元することが可能な場合

は、制限補償に代えて復元費用の補償可 
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(5) 漁業権等の消滅又は制限に伴い通常生じる損失の補償（通損補償） 

漁業権等の消滅又は制限に伴い通常生じる損失の補償（通損補償）には、「漁業廃止

補償」、「漁業休止補償」、「漁業規模縮小補償」があります。 
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（補償の考え方） 
漁業権等の消滅又は制限に伴い漁業の継続が不能となると認められ
る場合の補償 

（補償項目及び算定式） 
①  漁具等の売却損その他資本に関して通常生じる損失の補償 

・漁船船体、漁船機関(エンジンなど)、魚網、養殖施設、電気器
具(集魚灯など)等 
現有価格(新品価格－償却額)－売却価格 

・網干場、舟小屋、網倉等の施設 
再建設費／耐用年数×残存年数 

・投石、集魚施設等 
再投下経費／効用継続期間×残存効用期間 

②  解雇予告手当相当額その他労働に関して通常生じる損失の補償 
解雇予告手当相当額＝平均賃金×30 日分以上 

③  転業に通常必要とする期間中の従前の所得(収益)相当額の補償 
従前の所得(収益)相当額×４年以内 

④  離職者補償 
賃金日額×補償日数(１年以内)－失業保険相当額 

漁
業
休
止
補
償 

（補償の考え方） 
漁業権等の消滅又は制限に伴い漁業を一時休止する必要があると認
められる場合の補償 

（補償項目及び算定式） 
① 通常漁業を休止することを必要とする期間中の固定的経費の補償 

施設の減価償却費、公租公課等の固定的経費×休止期間 
② 通常漁業を休止することを必要とする期間中の所得(収益)減補償 

従前の所得(収益)相当額×休止期間 

漁
業
規
模
縮
小
補
償 

（補償の考え方） 
漁業権等の消滅又は制限に伴い通常漁業の経営規模を縮小しなけれ
ばならない場合の補償 

（補償項目） 
① 漁業の経営規模の縮小に伴う資本及び労働の過剰遊休化により通

常生じる損失の補償 
過剰漁具等の売却損、過剰雇用者の解雇予告手当相当額等 

② 漁業の経営規模の縮小に伴う経営効率低下による損失の補償 
(従前の所得相当額－縮小後の所得相当額)×４年以内 
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